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交渉におけるオファーの出し方 － 高いところから始める 

 

大橋＆ホーン法律事務所 パートナー 

ニューヨーク州弁護士 大橋弘昌 

 

米国における交渉の成功の秘訣として、何かを売る場合であれば「オファーを（自分がその金額なら売っ

てもよいと考える金額よりも）高いところから始める」、あるいは何かを買う場合であれば「オファーを（自分

がその金額なら支払ってもよいと考える金額よりも）低いところから始める」というものがある。 

 M&A のような大型取引であろうと、一般的な商取引であろうと、契約交渉にかかわったとき、私が提供す

るのは、法律的な観点からの契約条項についてのアドバイスだけではない。価格交渉についてもアドバイ

スをしたり、または価格交渉そのものをクライアントに代わって行ったりしている。私は、そういったときには

オファーを「高いところから始める」ことを心がけるようにしている。 

例えば、日本の会社である甲社が、ある米国の会社 A 社と医療用機器の売買取引を開始しようとしてい

るとする。甲社は、最低でも、医療機器を一台あたり 1,000 ドルで売りたい。そういったとき、甲社は A 社に、

最初から「売値は 1,000 ドル」と言ってはいけない。まずは「売値は 1,200 ドル」と言って、価格交渉を始め

るべきなのだ。こういったとき A 社は、「800 ドルにまけてくれ」と言ってくる。次に甲社は、「うーん、1,100 ド

ルではどうだろう」と返答する。それを受けて、A 社が「分かった、1,000 ドルまで支払おう」と言い、甲社は

それを受け入れて、単価が 1,000 ドルと決まる。こういったやりとりを経て、最終的に単価の合意に至るの

だ。 

ところが日本でこういった話をすると、最初に「1,200 ドル」と言うのは不誠実なのではないか、という意見を

いただくことがある。確かに、昔の日本のムラ社会で売買取引を始めるようなときであれば、売主が「単価

は１０万円」と言い、それに対して買主が「分かりました。１０万円で買います」と返事をし、簡単に取引が成

立するのかもしれない。人によってはそういった古き良き時代の取引を経験しているので、上述の例でい

えば、甲社が A 社に「売値は 1，200 ドル」と言うことには違和感を覚えることも無理はない。しかし最初に

「売値は 1，200 ドル」ということは本当に不誠実なのだろうか。甲社は、1,000 ドルで売りたい、と考えてい

る。しかし、もし 1,200 ドルで売れるのであれば、当然 1,200 ドルで売りたい。したがって嘘をついているこ

とにはならないのだ。仮に A 社が「甲社の医療機器には 1,200 ドルの価値がある」と考え、その金額を支

払ってくれるのであれば堂々とその金額で買ってもらえばよいのだ。 

もっとも「高いところから始める」というセオリーを用いないほうがよい場面もある。 

例えば、需要と供給の関係がアンバランスであるとき。売り手が多く、買い手が少ない、いわゆる供給過剰

の状態であるにもかかわらず、高い金額のオファーをすれば、買い手は「じゃあ別の会社から買うよ」と言

って交渉の場から去ってしまうので、取引そのものが成立しなくなる。 

あるいは需要と供給が共に大量に存在する場合、例えばマーケットが存在する場合がその場合にあたる

が、自然とマーケットプライスが決まってくるので、自分だけ高いところから始めても相手にされないことに

なる。当然のことではあるが、例えば売買相場がある商品を売りたいときには相場価格でしか売れないだ

ろう。 
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さらに、長年の信頼関係がある取引相手との取引においても、高い金額から交渉を始める必要はない。長

年の信頼関係があればそもそも交渉そのものが必要ないと言ってもよいかもしれない。上述したような、

昔の日本のムラ社会においては、皆がお互いに１００％信頼し合っているので、高い金額のオファーから

交渉を始める必要はなかったのだ。 

このように例外的な場面はある。しかし基本的には、グローバル化が進んだ国際ビジネス社会での取引に

おいては、堂々と、高いオファーから交渉を始めてよい。そのことは決して不誠実なことではないのだ。 

 

 

11 年 12 月の米国小売売上高は予想を下回る伸び 

[連載] 米国小売店 – 売上動向（2011年12月）        

業界団体によると 11 年の年末商戦（11 月～12 月）に関する売上高は、好調だった前年の年末商戦と比

べ、勢いに欠ける結果となった。ただし、同期間のオンラインでの売上高は、前年から大きく増加したよう

だ。 

＜年末商戦売上は前年比増＞  

全国小売業協会（National Retail Foundation、以下 NRF）によると、11 年の年末商戦期間（11～12 月）の

売上高（注 1）は、前年同期比 4.1%増と、同協会の事前予測（同 3.8%増）を上回る結果となった（1 月 12 日

付 プレスリリース）。しかし、これは同協会の前年の年末商戦売上の増加率（前年同期比 5.2%増）を下回

った。 

また、国際ショッピングセンター協会（International Council of Shopping Centers 、以下 ICSC）の 1 月 5 日

付の発表によると、年末商戦期間の売上高は前年同期比 3.3%増となった（同協会の事前予測は前年同

期比 3.5%増）。同協会のチーフエコノミスト、マイケル・ニエミラ氏は 1 月 9 日のヒアリングで 11 年の年末

商戦売上高について、「好調といえるが前年ほどではない」と述べた。同氏は、11 年の年末商戦の特徴と

して、消費者がより価格に敏感であったこと、売上を伸ばした既存店は、より安価な自社ブランドの販売に

力を入れたことを指摘した。また、11 月感謝祭翌日のブラックフライデー、クリスマス前週、クリスマス翌日

のセールに売上が集中したようだと分析。 

＜オンラインは年末商戦期間を通じて好調＞  

NRF、ICSC の予測売上高にオンラインショップの売上は含まれていないが、11 年の年末商戦では同部門

での売上高が前年から増加したとの結果が出ている。米市場調査会社コムスコアの調査結果によると、

11 月・12 月のオンライン小売店の売上は、前年比 15%増の 372 億ドルと過去最高を記録した。特に、感

謝祭翌週の月曜日であるサイバーマンデー（今年は 11 月 28 日） の売上は、前年比 22%増の 12.5 億ド

ルとなった（1 月 4 日付 コムスコア プレスリリース）。 

同社は、オンライン売上の増加の要因として、オンライン小売店による値引きや送料無料サービスの開始

時期の前倒しを指摘している（12 月 18 日付 同社プレスリリース）。同社のジアン・フルゴーニ会長は、

「オンライン販売は、利便性と低価格で既存の小売店舗の売上からシェアを取り込み続けている。消費者


